
別紙１　政務調査費支出額一覧

賃料及び駐車場料金 政務調査費での支出額 人件費総額 政務調査費での支出額
Ａ1 １１２万１６８６円 ５６万０８４３円
Ａ2 ２１０万６２５０円 ７０万２０７４円
Ａ3 １０２万円 １０２万円
A4 １５０万円 ５５万７５００円 １４７万１４２０円 ８５万２７２１円
A5 １１４万円 ３５万７５１８円 ※ ７０万４０５２円
A6 １１４万５０００円 ５７万２５００円 ３４１万円 １７０万５０００円
A7 ３６万円 ３６万円 ４０６万円 ２６８万円
A8 １２６万４９３５円 ６３万２４６７円 １７０万３８００円 ８５万１９００円
A9 １４２万円 ７０万６６６６円 ３４０万円 １７０万円
A10 １８０万円 ８７万５０００円 １４６万４０００円 ７３万２０００円
A11 １０２万６８５０円 ８４万０１５０円 ２２０万円 １８０万円
A12 １０７万４０９５円 ５２万６０２１円 ２９０万５２００円 １４５万２６００円
A13 ６０万円 ３０万円 ４０万５０００円 ２０万２５００円
A14 １２０万円 ６０万円 ※ １２５万８０００円
A15 ４８万円 ４８万円 １９８万００６６円 １７４万５５３８円
A16 １５７万５０００円 ７８万７５００円 ２０５万円 １０２万５０００円
A17 ６６万２６２５円 ３３万１３１２円 １４６万８２０５円 ７３万４１０２円
A18 １５２万４８１０円 ７６万２４０４円 ２８１万０６１５円 １４０万５３０４円
Ａ19 ２４０万円 １２０万円
Ａ20 １０８万円 １０８万円
Ａ21 ３３３万１０４０円 １５３万７００７円
Ａ22 ３６５万８７２０円 ２８３万３５５０円
B1 ８８万円 ４４万円
B2 ※ ※
B3 ５１万９７５０円 ２５万９８７５円
B4 １１０万円 ５５万円
B5 ※ ※
B6 １００万円 １００万円
B7 ８４万円 ４２万円
B8 ９０万円 ４５万円
B9 ７０万円 ３５万円
B10 １０８万０２００円 １０８万０２００円
B11 １４５万円 ７２万５０００円
B12 ※ ※
B13 ６６万円 ３３万円
B14 ８４万２９３０円 ４２万１４６５円
B15 ４８万４０００円 ２４万２０００円
C1 ９６万円 ４８万円
C2 ※ ※
C3 ９４万７８０８円 ※
C4 １０４万５０００円 ５２万２５００円
D1 ６８万６４００円 ３４万３２００円
D2 １３７万７２００円 ５９万４７００円

注）※印欄は当事者に争いがある部分を示す。

番号
事務所費 人件費
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別紙２　当事者に争いのある支出額一覧表

記号 費目 原告主張 被告ら主張

A５ 人件費総額 ２１１万２１９２円 ２２４万４９６０円

Ａ１４ 人件費総額 １２５万８０００円 ２11万８７００円

Ｂ２ 賃料等 ７８万円 ８５万８０００円

政調費支出 ３９万円 ４２万９０００円

Ｂ５ 賃料等 ６９万円 ６０万円

政調費支出 ３４万５０００円 ３０万円

Ｂ１２ 賃料等 ８１万円 ９０万円

政調費支出 ４０万５０００円 ４５万円

Ｃ２ 賃料等 ６０万円 ５６万円

政調費支出 ３０万円 ２８万円

C３ 政調費支出 ４７万３９０１円 ４７万３９０４円
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別紙３　事務所費に関する当事者の主張

A4

【①賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約
書（丙Ａ４の１）においては，政務調査事務所の使
用目的は「事務所」とのみ記載されており，政務
調査活動を目的とする旨の記載もない。
【②政党活動のための使用を推認させる事情の
存在】　Ａ４議員は，人件費に関する主張として，
雇用していた職員のうち１名が平成２２年６月以
降は政党活動に従事しうる状況であったことを自
認している。政務調査事務所において政務調査
活動に従事していた職員が政党活動にも従事し
うる状況であったことからすれば，同事務所にお
いては政党活動も行われていたと推認される。

　Ａ４議員は，平成２２年４月から５月までの間，政
党活動を自宅で行い，政務調査事務所を後援会活
動のための事務所としても兼用したことから，「手引
き」記載の按分率に従って，賃料の２分の１を政務
調査費から支出した。
　また，同年６月１０日以降は，政務調査事務所に
つき，政党事務所としても届出を行い，同事務所に
おいて政党活動も行ったことから，同日以降の按分
率を２分の１から３分の１に変更し，これを政務調査
費から支出した。

A5

【賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約書
（丙Ａ５の１）においては，政務調査事務所の使用
目的は「事務所」とのみ記載されており，政務調
査活動を目的とする旨の記載もなく，陳述書も提
出されていない。

　Ａ５議員は，政務調査事務所を後援会活動及び政
党活動のための事務所としても兼用したため，「手
引き」記載の按分率に従って，賃料の３分の１を政
務調査費から支出した。

A6

【①事務所の賃借人が議員以外の第三者】　賃
貸借契約書（丙Ａ６の２１）においては，政務調査
事務所の賃借人は第三者であるＰ６９となってお
り，議員自身は連帯保証人となっているにすぎな
い。
【②賃貸借契約書の使用目的】　賃貸借契約書
（丙Ａ６の２１）には，政務調査事務所の使用目的
は「後援会事務所」とのみ記載されており，政務
調査活動を目的とする旨の記載もない。

　Ａ６議員は，政党活動を自宅において行い，政務
調査事務所を後援会活動の事務所として兼用した
ため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２分
の１を政務調査費から支出した。
　なお，政務調査事務所に関する賃貸借契約書に
おいてはＡ６議員の後援会会長が賃借人となってい
るが，同契約書は「手引き」作成前に締結された契
約を繰り返し更新して現在に至っているという事情
があり，実質的にも，Ａ６議員は契約当事者と同様
の責任を負う連帯保証人となっていることから，当
該支出は「手引き」の趣旨に反するものではない。

A7

【①賃貸借契約書の不提出】　Ａ７議員は，政務
調査活動のための市政相談者専用に使用してい
たと主張する事務所の近隣の駐車場に関する賃
貸借契約書を提出せず，同駐車場の利用用途に
関する客観的資料が存在しない。
【②政党活動のための使用を推認させる事情の
存在】　事務所の駐車場前には，後援会の立看
板及び自民党所属の他の政治家の立看板が存
在しており（甲A７の３），事務所の近隣の駐車場
も後援会活動及び政党活動のための来訪者も使
用していたことが推認される。
　政務調査事務所は，自民党北海道第４選挙区
支部事務所としても利用されており，このことから
すれば，議員が自宅で政党活動を行っていたと
の主張は信用できない。

　Ａ７議員は，政務調査活動の一環である市政相談
等において，多人数の来客があった場合の予備的
駐車場（事務所に近接する地点に３か所）としてこれ
を利用したことから，同駐車場の賃料全額を政務調
査費として支出した。

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張
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別紙３　事務所費に関する当事者の主張

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張

A8

【賃貸借契約上の使用目的】　賃貸借契約書（丙
Ａ８の１）には，事務所の使用目的として「後援会
事務所兼政務調査室事務所」との記載があり，
明確に後援会事務所としての使用が記載されて
いる。また，政党活動にも使用されていた可能性
がある。陳述書も提出されていない。

　Ａ８議員は，政党活動を自由民主党北海道札幌市
豊平区第５支部において行い，政務調査事務所を
後援会活動の事務所としても兼用したため，「手引
き」記載の按分率に従って，賃料の２分の１を政務
調査費から支出した。

A9

【①生計を一つにする親族からの賃借】　Ａ９議員
の政務調査事務所は，同議員と同一の住居に居
住する父親から賃借したものである。Ａ９議員
は，同住居は自身の父親と独立して生活をする
ことができる二世帯住宅であり，父親と生計も別
にしている旨を主張しているが，そのような事実
を基礎づける資料を提出しておらず，客観的裏
付けを欠いている。
【②賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約
書（丙Ａ９の１）の使用目的は「議員事務所」と記
載されているのみであるし，同議員が行っていた
とされる政党活動（党員からの党費の集金活動）
は，かなりの作業量を必要とするものであって，
これを自宅内で行っていたとの同議員の供述は
信用できない。

　Ａ９議員は，政党活動を自宅において行い，政務
調査事務所及び付属駐車場を後援会活動にも兼用
したため，「手引き」記載の按分率に従って，政務調
査事務所及び付属駐車場の賃料の２分の１を政務
調査費から支出した。
　なお，同事務所の賃貸人は，Ａ９議員と同居する
同人の父となっているが，議員の住居は，いわゆる
２世帯住宅で，玄関も二つ設けられているなど，そ
れぞれの世帯が独立して生活が可能な構造になっ
ているし，議員の父の世帯とは生計も別にしている
から，上記事務所は手引きにいう「議員と生計を一
にする親族所有の事務所」には該当しない。

A10

【賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約書
（丙Ａ１０の１）においては，事務所の使用目的は
「店舗（事務所）」とのみ記載されており，政務調
査活動を目的とする旨の記載もなく，また，政党
活動にも利用されていた可能性がある。陳述書
も提出されていない。

　Ａ１０議員は，政党活動を自宅において行い，政務
調査事務所及び付属駐車場を後援会活動にも兼用
したため，「手引き」記載の按分率に従って，同事務
所及び付属駐車場の賃料の２分の１を政務調査費
から支出した。

A11

【①後援会活動等のための使用を推認させる事
情の存在】　政務調査事務所と後援会事務所は
同一の建物内の同じ階に位置し，両事務所の独
立性は極めて低い。事務所の形状や，同事務所
にたてかけられていた自民党議員の立看板，さ
らには後援会事務所には電話，パソコンも存在し
なかったことを併せ考えると，政務調査事務所に
おいては，平成２２年度を通して，政務調査活動
のみならず後援会活動や政党活動も行われてい
たことが強く推認される。
【②親族が代表者を務める会社からの賃借】　政
務調査事務所は，議員の親族が代表取締役を
務める会社が賃貸人となっており，そもそも当該
会社が実態のある会社であるかどうかという点に
ついて疑いがある上，仮にこの点を措くとしても，
当該支出は「議員と生計を一つにする親族所有
の事務所」からの貸借を禁止する「手引き」の趣
旨に反する。

　Ａ１１議員は，政務調査事務所とは分離され，事務
所としての実態も備えられ，賃貸借契約も別に締結
されている，同一建物内の別の事務所（後援会事務
所）において政党活動を行い，政務調査事務所にお
いては，平成２２年１０月以前は政務調査活動のみ
を，同年１１月からは政務調査活動に加え後援会活
動も行った。このことから，政務調査事務所の賃料
について，平成２２年４月から１０月までの間は賃料
全額を，同年１１月から翌年３月までの間はその２
分の１を，それぞれ政務調査費から支出した。
　なお，Ａ１１議員は，平成２２年度以前は政務調査
事務所の賃借人である会社の取締役を務めていた
ものの，平成２２年度はその地位になく，単なる株主
であった上，賃貸人である法人の役員である親族と
生計を一つにしないから，当該事務所の賃料に政
務調査費を支出することは何ら問題はない。
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別紙３　事務所費に関する当事者の主張

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張

【③議員が株主である会社からの賃借】　Ａ１５議
員は，平成２２年当時，賃貸人である会社の株主
であった。
【④後援会活動・政党活動のための使用を推認
させる事情の存在】　Ａ１１議員の後援会会員は
１万８０００人から２万人程度もおり，名簿の整理
や後援会に関する作業等は選挙前だけでなく恒
常的に必要とされるものであった。また，Ａ１１議
員は，平成２２年参議院議員選挙の候補者で
あった自民党所属候補者と，政務調査事務所に
おいて選挙活動に関する打合せを行ったことを
自認している。
　これらの事情からすると，政務調査事務所にお
いて政務調査活動のみが行われていたと考える
ことはできない。

A12

【賃貸借契約書の不提出】　Ａ１２議員は，政務調
査事務所の賃貸借契約書を提出しておらず，事
務所の用途に関する客観的資料は何ら存在しな
い。

　Ａ１２議員は，政党活動を自民党札幌厚別区連合
支部において行い，政務調査事務所を政務調査活
動及び後援会活動の事務所としても兼用したため，
「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２分の１を
政務調査費から支出した。
　また，平成２３年２月及び３月の２か月間について
は，除雪等のために政務調査事務所に付随する駐
車場を賃借し，同期間も賃料の２分の１を政務調査
費から支出した。

A13

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ１３の１）にはその用途
が何ら記載されておらず，陳述書も提出されてい
ない。

　Ａ１３議員は，政党活動を自宅において行い，政務
調査事務所を後援会活動の事務所として兼用した
ため，「手引き」記載の按分率に従って，政務調査
事務所及び付属駐車場の賃料の２分の１を政務調
査費から支出した。

A14

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ａ１４の１）においては，そ
の用途につき何ら記載されておらず，それどころ
か契約書の表題が「店舗賃貸借契約書」という何
らかの営業目的をうかがわせるものとなってい
る。また，陳述書も提出されていない。

　Ａ１４議員は，政党活動を自由民主党北海道札幌
市東区第４支部において行い，政務調査事務所を
政務調査活動及び後援会活動の事務所としても兼
用したため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料
の２分の１を政務調査費から支出した。
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別紙３　事務所費に関する当事者の主張

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張

A15

【①議員又は親族が取締役を務める会社からの
賃借】　Ａ１５議員の政務調査事務所の賃貸人
は，議員が取締役となっており，かつ，自身の長
女であるＰ１２が代表取締役の地位にある会社
（Ｑ２都市開発株式会社）であり，「生計を一つに
する親族」が賃貸人となることを禁止する「手引
き」の趣旨に反する。
【②議員が株主である会社からの賃借】　Ａ１５議
員は，平成２２年当時，賃貸人である会社の株主
であった。
【③後援会活動のための使用を推認させる事情
の存在】　政務調査事務所と後援会事務所は同
一の建物内にあり，両事務所が独立していると
は言い難いことからして当該事務所において後
援会活動が行われていたことが推認される。
【④政党活動のための使用を推認させる事情の
存在】　Ａ１５議員は，政務調査活動に従事させ
ていた職員であるＰ４６を，何ら契約内容等を変
更することなく，平成２２年度の途中から政党活
動に従事させており，このことからすると，政務調
査事務所においても，政党活動がなされていた
可能性がある。

　Ａ１５議員は，後援会活動は政務調査事務所と同
一建物内の別の部屋に設置された後援会事務所に
おいて，政党活動は自民党北海道札幌市北区第７
支部において，それぞれ行っており，これらの活動
は政務調査事務所で行っていなかったから，政務調
査事務所における賃料の全額を政務調査費として
支出した。
　上記政務調査事務所として届け出ている建物は，
Ａ１５議員の長女であるＰ１２が代表取締役を務め，
またＡ１５議員自身も取締役を務める会社（Ｑ２都市
開発株式会社）の物件ではあるものの，Ｐ１２とＡ１５
議員は生計を一つにしておらず，「手引き」にあると
おり，この物件の賃料に対して事務所費としての政
務調査費を支出することは何ら問題はない。

A16

【①議員が取締役を務める会社からの賃借】
　議員が取締役となっている会社が政務調査事
務所の賃貸人となっており，「生計を一つにする
親族」が賃貸人となることを禁止する「手引き」の
趣旨に反する。
【②自宅の賃料の政務調査費からの支出】　Ａ１
６議員の政務調査事務所は，同議員の自宅と同
一の建物内に存在し，自宅の賃料を政務調査か
ら支出している。
【③賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事
務所の賃貸借契約書（丙Ａ１６の１の１）上，使用
目的は「事務所」と記載されているのみであり，同
事務所における活動内容に関する客観的資料は
存在しない。

　Ａ１６議員は，平成２２年４月から１２月までの間，
政党活動を自宅で行い，政務調査事務所を後援会
活動の事務所としても兼用したことから，「手引き」
記載の按分率に従い，事務所及び駐車場の賃料の
うち２分の１を政務調査費として支出した。
　議員の自宅は，政務調査事務所と同一建物内に
存在しているが，これらは入口を異にしており，事務
所スペースも明確に区分されている。
　また，政務調査事務所として届け出ている建物及
び駐車場は，Ａ１６議員が取締役を務める会社の物
件ではあるものの，「手引き」にあるとおり，この物
件の賃料に対して事務所費としての政務調査費を
支出することに問題はない。
　なお，平成２３年１月から３月にかけては，政務調
査事務所は選挙活動用の事務所としてのみ利用し
たことから，同事務所の賃料については政務調査
費からの支出を行っていない。

A17

【使用態様に関する客観的裏付けの不存在】　政
務調査事務所が如何に利用されていたか，実際
に政務調査活動に使用されていたのかは，提出
されている客観的証拠からは窺い知ることはでき
ず，また，陳述書も提出されていない。

　Ａ１７議員は，政党活動を自民党北海道札幌市白
石区第４支部において行い，政務調査事務所を後
援会活動の事務所として兼用したため，「手引き」記
載の按分率に従って，賃料の２分の１を政務調査費
から支出した。
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A18

【①議員が代表取締役を務める会社からの賃
借】　Ａ１８議員が代表取締役となっている会社
（ロイヤルコンサルタント株式会社）が政務調査
事務所の賃貸人となっており，「生計を一つにす
る親族」が賃貸人となることを禁止する「手引き」
の趣旨に反する。
【②賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約
書（丙Ａ１８の１）には，政務調査事務所の使用目
的として「事務所」と記載されているが，かかる記
載のみでは，実際にいかなる利用状況であった
のかが判然とせず，上記記載にもかかわらず，
同事務所内で実際には後援会活動も行われて
いたことに照らすと，同所においては，政党活動
も行われていた可能性が高い。

　Ａ１８議員は，政党活動を自宅で行い，政務調査
事務所を後援会活動の事務所としても兼用したた
め，「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２分の
１を政務調査費から支出した。
　政務調査事務所として届け出ている建物は，Ａ１８
議員が代表取締役を務める会社の物件ではあるも
のの，「手引き」にあるとおり，この物件の賃料に対
して事務所費としての政務調査費を支出することは
何ら問題はない。

B1

【賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約書
（丙Ｂ１の１）において使用目的は「事務所」とだ
け記載されており，当該事務所がいかなる用途
に用いられたのか不明である。

　Ｂ１議員は，政党活動を民主党南区支部で行い，
政務調査事務所を後援会活動の事務所としても兼
用したため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料
の２分の１を政務調査費から支出した。

B2

【賃貸借契約書上の使用目的】　Ｂ２議員は，参
加人民主党会派所属の者として政務調査事務所
の賃貸借契約を締結したばかりか，同契約書（丙
Ｂ２の１）上も，事務所の使用目的が「政治団体
事務所」と明記されており，当該事務所がいかな
る用途に用いられたのか不明であり，また，後援
会活動及び政党活動に用いられた可能性があ
る。

　Ｂ２議員は，政党活動を厚別民主党で行い，政務
調査事務所を後援会活動の事務所としても兼用し
たため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２
分の１を政務調査費から支出した。

B3

【賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約書
（丙Ｂ３の１）においては，事務所の使用目的は
「事務所」と記載されているのみであり，政務調査
活動を目的とする旨の記載もない。また，陳述書
も提出されていない。

　Ｂ３議員は，政党活動を民主党手稲で行い，政務
調査事務所を後援会活動の事務所としても兼用し
たため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２
分の１を政務調査費から支出した。

B4

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ４の１）においては，その
用途は何ら記載されていない。また，陳述書も提
出されていない。

　Ｂ４議員は，政党活動を民主党清田支部で行い，
政務調査事務所を後援会活動の事務所としても兼
用したため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料
の２分の１を政務調査費から支出した。

B5

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ５の１）においては，事
務所の使用目的が「後援会事務所」と明記されて
おり，当該事務所は後援会活動に利用されたこ
とが明らかである。

　Ｂ５議員は，政党活動を東区民主党で行い，政務
調査事務所を後援会活動の事務所としても兼用し
たため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２
分の１を政務調査費から支出した。

B6

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ６の１）においては，事
務所の用途は単に「事務所として」とのみ記載さ
れている。また，陳述書も提出されていない。

　Ｂ６議員は，政党活動を民主党札幌西区支部にお
いて行い，政務調査事務所においては専ら政務調
査活動のみを行ったため，政務調査事務所の賃料
全額を政務調査費として支出した。
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B7

　【賃貸借契約書の不提出】　Ｂ７議員は「覚書」
（丙Ｂ７の１）という契約内容の変更に関する簡易
な書面を開示したのみであり，その基礎となる建
物賃貸借契約書の開示を行っていない。そのた
め，事務所の使用目的等は不明であり，同事務
所がいかなる用途で用いられたのかに関する客
観的証拠が存在しない。また，陳述書も提出され
ていない。

　Ｂ７議員は，政党活動を東区民主党で行い，政務
調査事務所を後援会活動の事務所としても兼用し
たため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料の２
分の１を政務調査費から支出した。

B8

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ８の１）においては，事
務所の用途は「民主党・市民連合Ｂ８事務所」と
記載されているのみである。また，陳述書も提出
されていない。

　Ｂ８議員は，政党活動を民主党中央区支部で行
い，政務調査事務所を後援会活動の事務所として
も兼用したため，「手引き」記載の按分率に従って，
賃料の２分の１を政務調査費から支出した。

B9

【賃貸借契約書上の使用目的】　賃貸借契約書
においては，用途は「事務所」とのみ記載されて
いる（丙Ｂ９の１）。また，陳述書も提出されていな
い。

　Ｂ９議員は，政党活動を民主党白石支部で行い，
政務調査事務所を後援会活動の事務所としても兼
用したため，「手引き」記載の按分率に従って，賃料
の２分の１を政務調査費から支出した。

B10

【①賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事
務所の賃貸借契約書（丙Ｂ１０の１）においては，
用途は「事務所」とのみ記載されている。
【②後援会活動等のための使用を推認させる事
情の存在】　Ｂ１０議員の政務調査事務所と後援
会事務所は同一の建物内に所在しており（甲B１
０の２），平成２４年１１月２９日当時，民主党所属
の政治家のポスターが同事務所に貼られていた
ことを考えると，同事務所においては，政務調査
活動のみならず後援会活動や政党活動も行われ
ていたと強く推認される。
【③不相当な賃料額の設定】　Ｂ１０議員の政務
調査事務所と後援会事務所を比較すると，両事
務所は同一建物・同一フロア内に存在するにも
かかわらず，その賃料は同じ面積で換算すると
前者は後者に約５倍にも及ぶ。これは，本来後
援会事務所が負担すべき事務所賃料の相当部
分を議員事務所の賃料として計上するように意
図的に契約内容を操作したといわざるを得ない。

　Ｂ１０議員は，政党活動を民主党豊平支部におい
て行い，後援会活動については，政務調査事務所
と同一の建物内にあるものの，壁によって明確に区
分され，政務調査事務所とは別に賃貸借契約が締
結された別室において行ったことから，政務調査事
務所においては政務調査活動のみが行われてい
た。また，政務調査事務所の賃料の決定について
は，飽くまで貸主から提示された金額に応じたまで
である。
　このことから，政務調査事務所及び付属駐車場の
賃料全額を政務調査費から支出した。

B11

【①事務所の賃借人が議員以外の第三者】　Ｂ１
１議員が政務調査事務所として使用したと主張
する事務所は，その賃貸借契約の賃借人が議員
本人ではない第三者とされている。
【②賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事
務所の賃貸借契約書（丙Ｂ１１の１）においては，
その用途が何ら記載されていない。
【③政党活動のための使用を推認させる事情の
存在】　Ｂ１１議員は，政務調査事務所の職員が
政党活動を手伝うこともあり，国政選挙の際は候
補者が同事務所を訪ねてくることもあったと供述
しているのであるから，結局，同事務所では政党
活動も行われていたことが明らかである。

　Ｂ１１議員は，政党活動を交通労連道総支部書記
局及び民主党ていねにおいて行い，政務調査事務
所を後援会の事務所として兼用したため，「手引き」
記載の按分率に従い，政務調査事務所の賃料のう
ち２分の１を政務調査費から支出した。
　事務所の賃貸借契約における契約名義が議員本
人ではなくＰ７０となっているのは，貸主から事務所
責任者を借主として欲しい旨要請されたために，当
時事務所所長であった同人を形式的な契約当事者
として定めたにすぎず，議員自身は借主と同様の義
務を負う連帯保証人になっているから，実質的には
契約当事者と同視することができる。
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B12

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ１２の１）においては,使
用目的「事務所」とのみ記載されている。また，陳
述書も提出されていない。

　Ｂ１２議員は，政党活動を東区民主党で行い，政
務調査事務所を後援会活動の事務所としても兼用
したため，「手引き」記載の按分率に従い，政務調査
事務所の賃料のうち２分の１を政務調査費として支
出した。

B13

【賃貸借契約書上の使用目的】　事務所の賃貸
借契約書（丙Ｂ１３の１）においては，その用途が
何ら記載されていない。　また，陳述書も提出さ
れていない。

　Ｂ１３議員は，政党活動を民主党豊平支部で行
い，政務調査事務所及び付属駐車場を後援会活動
の事務所及び駐車場としても兼用したため，「手引
き」記載の按分率に従い，政務調査事務所及び駐
車場の賃料のうち２分の１を政務調査費として支出
した。

B14

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ１４の１）においては，そ
の用途が何ら記載されておらず，むしろ「共同住
宅」「賃貸住宅」といった居住の用途をうかがわ
せる文言すら散見される。また，陳述書も提出さ
れていない。

　Ｂ１４議員は，政党活動を民主党札幌南区支部で
行い，政務調査事務所を後援会活動の事務所とし
ても兼用したため，「手引き」記載の按分率に従い，
政務調査事務所の賃料のうち２分の１を政務調査
費として支出した。

B15

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丙Ｂ１５の１）においては，そ
の用途が何ら記載されておらず，それどころか契
約書の表題が「店舗賃貸借契約書」という何らか
の営業目的をうかがわせるものとなっている。ま
た，陳述書も提出されていない。

　Ｂ１５議員は，政党活動を民主党白石支部で行
い，政務調査事務所を後援会活動の事務所として
も兼用したため，「手引き」記載の按分率に従い，政
務調査事務所の賃料のうち２分の１を政務調査費と
して支出した。

C1

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丁Ｃ１の１）においては，用
途は「事務所」とだけ記載されており，同事務所
が政務調査活動に利用されたことを示す記載は
ない。

　Ｃ１議員は，後援会活動を日本共産党白石区後援
会の事務所において行っていたものの，日本共産
党白石地区委員会支部が同議員の政務調査事務
所を使用することもあったため，同事務所において
は政務調査活動及び政党活動が行われていたもの
として，「手引き」記載の按分率に従い，政務調査事
務所における賃料の２分の１を政務調査費用から
支出した。

C2

【事務所の賃借人が議員以外の第三者】　Ｃ２議
員の政務調査事務所は，その賃借人が「日本共
産党札幌西・手稲地区委員会」とされており，議
員本人が賃借人とはなっていない。

　Ｃ２議員は，政務調査事務所において後援会活動
を行っていなかったものの，政務調査事務所の存す
る建物の２階部分を日本共産党手稲地区後援会が
使用し，同会が上記建物の賃料の一部を支払って
いたため，これを控除した残部の賃料の２分の１を
政務調査費として支出した。

C3

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丁Ｃ３の１の１）には，使用目
的として「事務所」としか記載されておらず，実際
の事務所の利用状態も明らかになっていない。

　Ｃ３議員は，後援会活動を日本共産党東区後援会
事務所で行い，政務調査事務所を政党活動の事務
所としても兼用していたことから，「手引き」記載の按
分率に従い，政務調査事務所における賃料の２分
の１を政務調査費から支出した。
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C4

【賃貸借契約書上の使用目的】　政務調査事務
所の賃貸借契約書（丁Ｃ４の１）には，使用目的と
して「事務所」としか記載されておらず，実際の事
務所の利用状態が明らかになっていない。

　Ｃ４議員は，後援会活動を日本共産党厚別区後援
会事務所で行っており，平成２２年度中１か月間の
み政務調査事務所を選挙事務所として利用したこと
から，政務調査事務所及び付属駐車場の賃料の２
分の１を政務調査費から支出した。

D1

【賃貸借契約書の不提出】　Ｄ１議員の事務所費
に関する証拠は，賃料として振り込んだとする振
込明細書のみであり，事務所の賃貸借契約書す
ら提出されていない。

D2

【賃貸借契約書の不提出】　Ｄ２議員の事務所費
に関する証拠は，賃料として振り込んだとする振
込明細書のみであり，事務所の賃貸借契約書す
ら提出されていない。
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A1

【雇用契約書の不提出等】　Ａ１議員は，自身
が雇用する職員のうち１名についてのみ雇
用契約書を提出するほかに何らの客観的資
料の提出も行っておらず，雇用した職員が従
事していた具体的な業務の内容は，何ら裏
付けられていない。

　Ａ１議員は，政務調査活動補助のために２名の職
員を雇用し，同職員らは，後援会活動の補助にも
従事した。政党活動については，自宅及び自民党
北海道札幌市厚別区第四支部において議員自身
が行ったため，上記職員らの人件費のうち，その２
分の１を政務調査費として支出した。

A2

【雇用契約書の不提出】　Ａ２議員は，雇用し
た職員の雇用契約書を提出しないため，同
職員らがいかなる業務に従事したのかに関
する客観的証拠が存しないばかりか，陳述
書すら提出しない。

　Ａ２議員は，政務調査活動補助のために２名の職
員を雇用し，同職員らは，後援会活動及び政党活
動の補助にも従事したため，上記職員らの人件費
のうち，その３分の１を政務調査費として支出した。

A3

【①雇用契約書の不提出】　Ａ３議員は，雇用
した職員の雇用契約書を提出せず，同職員
がいかなる業務に従事したのかに関する客
観的証拠が存しない。
【②政党活動及び後援会活動への従事を推
認させる事情の存在】　Ａ３議員は，自身が
雇用した職員が勤務時間外に後援会活動に
従事したことを自認しており（丙Ａ３の３），ま
た，当該職員が事務所において政党活動に
関する連絡の取次ぎ等を行っていたであろう
ことも併せ考えると，当該職員が政党活動及
び後援会活動を補助していた可能性が払
しょくできない。

　Ａ３議員は，政務調査活動補助のために１名の職
員を雇用し，同職員は，政務調査活動の補助にの
み従事した。政党活動については自宅において議
員自身が行い，後援会活動については，Ａ３議員が
任期満了後に引退する予定であったため行ってい
ないことから，上記職員の人件費全額を政務調査
費として支出した。

A4

【①雇用契約書の不提出】　Ａ４議員は，雇用
した職員の雇用契約書を提出せず，給与に
関する領収書にも「給与」と記載されている
のみで，職員が従事していた各活動の比率
は不明である。
【②政務調査活動以外の活動への従事を推
認させる事情の存在】
　さらに，雇用した職員のうち１名については
Ａ４議員の娘であり，同人が議員個人の補
助・応援機関である後援会・政党と親しい人
物であることからすると，同人が政務調査活
動だけに従事していたとは認められない。

　Ａ４議員は，政務調査活動補助のために３名の職
員を雇用し，同職員らのうち１名は平成２２年１２月
に退職するまでの間，政務調査活動にのみ従事し
たため，その人件費の全額を政務調査費から支出
した。
　また，別の１名については同年１１月に退職する
までの間，政務調査活動のほか後援会活動にも従
事した。当該期間中，特に同年６月１０日から同年
１０月までは政党活動の補助も行い得る状況にあ
り，同年１１月については政務調査活動にのみ専念
したことから，同年４月から６月９日までの人件費に
ついてはその２分の１を，同年６月１０日から１０月
までの分についてはその３分の１を，同年１１月分
についてはその全額を，それぞれ政務調査費から
支出した。
　さらに，その他の１名については平成２２年１１月
に雇用し，後援会活動についても補助を行ってお
り，上記のとおり，同月以降は政党活動の補助も行
い得る状況にあったことから，その人件費の３分の
１を政務調査費から支出した。
　なお，平成２２年６月９日以前は，議員自身が自
宅において政党活動を行っていた。

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張
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番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張

A5

【雇用契約書の不提出】　Ａ５議員は，雇用契
約書を提出しておらず，雇用した職員が従事
していた具体的な業務の内容は何ら裏付け
られていない。

　Ａ５議員は，平成２２年４月から平成２３年２月まで
の間，政務調査活動補助のために２名の職員を雇
用し，同職員らは，後援会活動の補助にも従事し
た。このことに加え，Ａ５議員の政務調査事務所は
政党事務所としての届出がなされていたことを考慮
して，上記職員の人件費のうち，その３分の１を政
務調査費として支出した。
　また，平成２３年３月については，同月１０日以
降，上記職員の後援会活動における補助の割合が
増加したため，同日以降の人件費については政務
調査費による支出を行わず，同日以前の９日間に
相当する部分についてのみ，その３分の１を政務調
査費から支出した。

A6

【雇用契約書等の不提出】　Ａ６議員は，雇用
契約書を提出しておらず，雇用した職員の従
事していた具体的な業務の内容は何ら裏付
けられていない。

　Ａ６議員は，政務調査活動補助のために４名の職
員を雇用し，同職員らは後援会活動の補助にも従
事した。政党活動については，自宅において議員
自身が行ったことから，上記職員らの人件費のう
ち，その２分の１を政務調査費から支出した。

A7

【①不相当な給与額の設定】　Ａ７議員が雇
用する職員らのうち２名（Ｐ２８及びＰ２９）の
給与は，時給換算すると１５００円ないし３５０
０円と高額に過ぎ，これは不相当な利益供与
といわざるを得ない。
【②政党活動への従事を推認させる事情の
存在】　Ａ７議員の政務調査事務所には他の
自民党道議の選挙ポスターが立てかけられ
ていたり，職員の雇用契約書に政務調査事
務や後援会事務以外の業務があることを示
唆する記述がある等，上記職員らの政党活
動へ従事が当然に行われていたと考えられ
る。

　Ａ７議員は，政務調査活動補助のために３名の職
員を雇用し，うち１名については，後援会活動の補
助にも従事し，その他の２名については政務調査
活動のみに従事した。政党活動については，自宅
において議員自身がこれを行った。このことから，
上記職員の人件費のうち，１名については２分の
１，残り２名についてはその全額を政務調査費から
支出した。
　雇用した職員のうち，Ｐ２８及びＰ２９の出勤日数
は，最も少ない月でもＰ２８につき１７日，Ｐ２９につ
き２０日に上っている（丙Ａ７の４２，Ａ７の４３）ことか
ら，当該職員らに対して支払われた給与が高額に
過ぎるとの批判は当たらない。

A8

【雇用契約書上の職務内容】　Ａ８議員の雇
用する職員の雇用契約書（丙Ａ８の２，Ａ８の
３）上，当該職員の従事する業務は，「一般
事務並びに政務調査に関する事務」と記載さ
れており，政務調査活動以外の業務への従
事も業務内容に明記されている。また，同議
員は陳述書も提出しない。

　Ａ８議員は，政務調査活動補助のために２名の職
員を雇用し，同職員らは後援会活動の補助にも従
事した。政党活動については，自由民主党北海道
札幌市豊平区第５支部において議員自身が行った
ことから，上記職員の人件費のうち，その２分の１を
政務調査費から支出した。

A9

【①雇用契約書の不提出】　Ａ９議員は，その
雇用する職員の雇用契約書を提出しておら
ず，当該職員全員について，勤務時間・職務
内容等が一切明らかになっていない。
【②政党活動への従事を推認させる事情の
存在】　事務所費について述べたとおり，Ａ９
議員は，政務調査事務所において政党活動
を行っていたと認められるから，当該事務所
で業務に従事する職員が当該活動に一切関
与しなかったと考えることはできず，何らかの
形でＡ９議員の政党活動の補助を行っていた
と考えざるを得ない。

　Ａ９議員は，政務調査活動補助のために４名の職
員を雇用し，同職員らは後援会活動の補助にも従
事した。政党活動については，自宅において議員
自身が行ったことから，上記職員らの人件費のう
ち，その２分の１を政務調査費から支出した。
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A10

【雇用契約書上の職務内容】　Ａ１０議員の
雇用する職員の雇用契約書（丙Ａ１０の２）
上，当該職員が従事する業務は，「政務調査
補助事務・後援会事務等」と記載されてお
り，政務調査活動以外の後援会事務作業等
も業務内容に明記されている。また，陳述書
も提出されていない。

　Ａ１０議員は，政務調査活動補助のために１名の
職員を雇用し，同職員は後援会活動の補助にも従
事した。政党活動については，自宅において議員
自身が行ったことから，上記職員の人件費のうち，
その２分の１を政務調査費から支出した。

A11

【①客観的資料の不足】　Ａ１１議員は，雇用
契約書及び領収書のほかに何ら客観的資料
の提出も行っていない。
【②後援会活動への従事を推認させる事情
の存在】　仮にＡ１１議員の雇用する職員が
一定の政務調査活動に従事していたとして
も，政務調査事務所の構造からして，政務調
査活動に従事していた職員が，同一年度の
途中から後援会活動にも従事し始めた旨の
主張は不自然であり，実際に，同職員は，後
援会関連の郵便物の回収や後援会宛ての
電話応対等を行っていたのであるから，全期
間において後援会活動に従事していたと考
えるほかない。

　Ａ１１議員は，政務調査活動補助のために１名の
職員を雇用し，同職員は平成２２年４月から同年１
０月までの間は政務調査活動にのみ従事し，同年
１１月から平成２３年３月までの間は政務調査活動
に加えて後援会活動にも従事した。政党活動につ
いては，自宅において議員自身が行ったことから，
上記職員の人件費のうち，平成２２年４月から同年
１０月までの間は全額，同年１１月以降については
その２分の１を，それぞれ政務調査費から支出し
た。
　確かに，上記職員は後援会事務所宛の郵便物の
仕分け等の作業に従事したことはあるが，当該作
業は，政務調査費の按分が求められるような業務
量を要するものではないから，主として政務調査活
動に従事していた当該職員の人件費は全額政務調
査費から支出することができるというべきである。

A12

【雇用契約書の不提出】　Ａ１２議員は，雇用
した職員の雇用契約書を提出しておらず，勤
務条件・職務内容等が明らかとなっていな
い。

　Ａ１２議員は，政務調査活動補助のために４名の
職員を雇用し，同職員らは後援会活動の補助にも
従事した。政党活動については，自民党札幌厚別
区連合支部において議員自身が行ったことから，上
記職員らの人件費のうち，その２分の１を政務調査
費から支出した。

A13

【雇用契約書上の職務内容】　Ａ１３議員が
雇用する職員の雇用契約書（丙Ａ１３の２）
上，同職員の従事する業務は，「一般事務
職」とされており，政務調査業務に従事した
のか否かは必ずしも明らかではなく，雇用契
約書上の記載からは，むしろ政務調査業務
には従事していないことがうかがわれる。

　Ａ１３議員は，政務調査活動補助のために１名の
職員を雇用し，同職員は，後援会活動の補助にも
従事した。政党活動については，自宅において議
員自身が行ったことから，上記職員の人件費のう
ち，その２分の１を政務調査費として支出した。

A14

【雇用契約書の不提出】　Ａ１４議員は，同議
員が雇用する職員の雇用契約書を提出しな
いため，同職員の従事した業務の内容に関
する客観的資料が存在しない。また，陳述書
も提出されていない。

　Ａ１４議員は，政務調査活動補助のために２名の
職員を雇用し，うち１名については政務調査活動に
専念したことから，人件費の全額を政務調査費から
支出した。
　また，もう１名の職員については，後援会活動の
補助にも従事したものの，後援会活動の補助業務
の対価は後援会から給与として別途支払われてい
たため，Ａ９議員は，当該職員の人件費総額の約３
５％分についてのみ政務調査費から支出した。
　なお，政党活動については，自由民主党北海道
札幌市東区第４支部において議員自身が行った。

109



別紙４　人件費に関する当事者の主張

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張

A15

【①後援会活動への従事を推認させる事情
の存在】　Ａ１５議員が雇用した職員は，期間
の定めなく雇用されており，政務調査事務所
と後援会事務所が同一建物内に存在してい
たことや平成２２年１０月以降は政務調査活
動以外の活動にも従事していたことからする
と，当該職員は政務調査活動以外の活動の
補助も行うことが前提とされていたと考えら
れる。
【②客観的資料の不足】　労働条件通知書等
が提出されているものの，当該職員は，平成
２２年１０月１日以降，自由民主党北海道北
区第７選挙区支部から給与の支払を受けて
いるにもかかわらず，同職員と同支部との間
で何らの契約等も締結されていないことに照
らすと，Ａ１５議員が真に同職員を雇用してい
たのかどうかすら疑わしい。

　Ａ１５議員は，政務調査活動補助のために１名の
職員を雇用し，同職員は，平成２２年４月から９月ま
での間，政務調査活動にのみ従事した。政党活動
については，自民党北海道札幌市北区第７支部に
おいて議員自身が行ったことから，上記職員の人
件費全額を政務調査費として支出した。

A16

【雇用契約書の不提出】　Ａ１６議員は，雇用
する職員の雇用契約書を提出しておらず，当
該職員らが真に政務調査活動に従事してい
たか否かが判然としない。

　Ａ１６議員は，政務調査活動補助のために４名の
職員を雇用し，同職員らは，後援会活動の補助に
も従事した。政党活動については，自宅において議
員自身がこれを行ったことから，上記職員らの人件
費のうち，その２分の１を政務調査費として支出し
た。

A17

【客観的資料の不存在】　Ａ１７議員が業務を
委託していた職員の業務委託通知書（丙Ａ１
７の２）が提出されているのものの，その記載
内容からは，同職員らが従事していた具体
的な業務の内容は何ら裏付けられていない
ばかりか，実際には後援会活動にも従事し
ていたことからすると，上記記載内容にもか
かわらず，同職員は政党活動にも従事して
いた可能性が高い。

　Ａ１７議員は，政務調査活動補助のために２名の
職員を雇用し，同職員らは，後援会活動の補助に
も従事した。政党活動については，自民党北海道
札幌市白石区第４支部において議員自身が行った
ことから，上記職員らの人件費のうち，その２分の１
を政務調査費として支出した。

A18

【雇用契約書の不提出】　Ａ１８議員が雇用す
る職員らについては雇用契約書が提出され
ておらず，職員らが真に政務調査活動に従
事していたか否かが判然としない。

　Ａ１８議員は，政務調査活動補助のために６名の
職員を雇用し，同職員らは，後援会活動の補助に
も従事した。政党活動については，自民党北海道
札幌市西区第６選挙区支部で議員自身が行った。
　このことから，上記職員らの人件費のうち，その２
分の１を政務調査費として支出した。

A19

【雇用契約書の不提出】　Ａ１９議員が雇用す
る職員については雇用契約書が提出されて
おらず，職員が真に政務調査活動に従事し
ていたか否かが判然としない。

　Ａ１９議員は，政務調査活動補助のために１名の
職員を雇用し，同職員は，後援会活動の補助にも
従事した。政党活動は，この期間において，上記職
員及び議員のいずれも行っていないことから，上記
職員の人件費のうち，その２分の１を政務調査費と
して支出した。
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別紙４　人件費に関する当事者の主張

番号 被告・被告補助参加人らの主張原告の主張

A20

【雇用契約書の不提出】　Ａ２０議員が雇用す
る職員らについては雇用契約書が提出され
ておらず，職員らが真に政務調査活動に従
事していたか否かが判然としない。

　Ａ２０議員は，政務調査活動補助のために１名の
職員を雇用し，同職員は，政務調査活動のみに従
事した。後援会活動及び政党活動の補助はＡ２０議
員の配偶者が行ったことから，上記職員の人件費
全額を政務調査費として支出した。

A21

【雇用契約書の不提出】　Ａ２１議員が雇用す
る職員らについては雇用契約書が提出され
ておらず，職員らが真に政務調査活動に従
事していたか否かが判然としない。

　Ａ２１議員は，政務調査活動補助のために４名の
職員を雇用し，同職員らのうち１名については政務
調査活動の補助のみに従事し，うち１名については
政務調査活動に加えて後援会活動の補助，その他
の２名についても政党活動の補助に，それぞれ従
事した。このことから，上記４名の職員の人件費の
うち，１名については全額，うち３名については２分
の１ずつを政務調査費から支出した。

A22

【後援会活動及び政党活動への従事を推認
させる事情の存在及び他の会社の業務への
従事】　Ａ２２議員が雇用する職員のうち１名
に関する雇用契約書（丙Ａ２２の３）には，従
事する職務として「札幌市政に関する東区広
報活動」との記載があるにもかかわらず，同
職員はエコ・サーブ株式会社の業務に従事し
たとされており，雇用契約書の記載が実態と
異なるものであることは明らかであるから，
結局，同職員を含む全職員がどのような活
動に従事したのかは判然としない。
　また，仮に同職員らが一定の政務調査活
動に従事していたとしても，Ａ２２議員は，政
務調査活動以外の活動を政務調査事務所と
同一の建物内にある別の階で行っていたの
であるから，政務調査活動とそれ以外の活
動が混在して職員がこれを補助する業務に
従事する可能性も高い。

　Ａ２２議員は，政務調査活動補助のために３名の
職員を雇用し，うち２名については政務調査活動の
補助のみ従事したことから，人件費の全額について
政務調査費から支出した。
　また，その他の１名については，政務調査活動，
後援会活動及び政党活動以外の補助業務にも従
事したことから，人件費の２分の１について政務調
査費から支出した。
　なお，政党活動については，議員専用の事務室
及び札幌市東区所在の事務所において議員自身
が行った。
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別紙５　検討結果一覧表

事務所費 人件費 合計
Ａ1 375,354 375,354
Ａ2 702,074 702,074
Ａ3 1,020,000 1,020,000
A4 0 852,721 852,721
A5 0 704,052 704,052
A6 572,500 1,705,000 2,277,500
A7 240,000 790,000 1,030,000
A8 0 0 0
A9 0 1,700,000 1,700,000
A10 0 0 0
A11 0 0 0
A12 503,971 1,452,600 1,956,571
A13 0 0 0
A14 0 1,258,000 1,258,000
A15 0 0 0
A16 0 1,025,000 1,025,000
A17 0 0 0
A18 0 1,405,304 1,405,304
Ａ19 1,200,000 1,200,000
Ａ20 1,080,000 1,080,000
Ａ21 1,537,007 1,537,007 Ａ１ないし２２合計額
Ａ22 825,170 825,170 18,948,753
B1 0 0
B2 0 0
B3 0 0
B4 0 0
B5 0 0
B6 0 0
B7 420,000 420,000
B8 0 0
B9 0 0
B10 678,700 678,700
B11 725,000 725,000
B12 0 0
B13 0 0
B14 0 0 Ｂ１ないし１５合計額
B15 0 0 1,823,700
C1 0 0
C2 280,000 280,000
C3 0 0 Ｃ１ないし４合計額
C4 0 0 280,000
D1 0 0 Ｄ１及び２合計額
D2 0 0 0

番号
違法支出額
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